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平成２ ０年８月

経 済 産 業 省

２１年度概算要求の考え方２１年度概算要求の考え方２１年度概算要求の考え方

平成２１年度資源エネルギー関連概算要求について平成２１年度資源エネルギー関連概算要求について

１．資源・エネルギー政策の重要性の加速度的高まり

原油・原材料価格の未曾有の高騰や地球温暖化問題への取

組の世界的な高まり等、我が国の資源・エネルギー政策をと

りまく環境が大きく変化している中、これらの構造的な成長

制約から脱却し、中長期的な発展基盤をいち早く確立するた

資源の安定供給の確保と低炭素社会の実現を政策の両めに、

輪として エネルギー安全保障、環境保全、経済成長の一体、

。的解決に加速度的に取り組む

２．歳出・歳入一体改革の推進

これまで行ってきた歳出改革の努力を決して緩めることな

く、引き続き「基本方針 」に則り、効率的な財政運営に2006
努めるとともに、重要課題実現のために必要不可欠となる政

策経費については、これまで以上にムダ・ゼロ、政策の棚卸

し等を徹底し、筋肉質な予算編成を行う。

３．予算の効率化と重点化の徹底

このような方針を踏まえ、平成２１年度資源エネルギー関

連予算においては、 しつつ、以下事業の選択・効率化を徹底

の重点政策を中心に 。必要な予算を集中的に要求

エネルギー安全保障の強化・資源の安定供給確保

－ 原油価格高騰に対するエネルギー政策の強化

－ 戦略的な資源・エネルギー外交

－ 新たな資源・エネルギー供給源の確保

－ 石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給基盤強化

低炭素社会の実現

－「 エネルギー革新技術計画」の着実な実行Cool Earth
－ 低炭素社会の実現に向けた、エネルギー先進技術の導入拡大

－ 京都議定書の目標達成と次期枠組み構築に向けた取組
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エネルギー対策特別会計 (経済産業省分）エネルギー対策特別会計 (経済産業省分）

２０年度予算額 ２１年度要求額 増 減 額

エネルギー対策特別会計 ７，２１６ ８，２４８ １,０３２

エネルギー需給勘定 ４，９７５ ５，８６９ ８９４

２，６６３ ２，７８９ １２６

ｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造高度化対策 ２，３１３ ３，０８０ ７６８

電源開発促進勘定 ２，２４１ ２，３７９ １３８

１，６８８ １，７６７ ７９

電 源 利 用 勘 定 ５５３ ６１１ ５９

一般会計 (資源エネルギー庁分）一般会計 (資源エネルギー庁分）

２０年度予算額 ２１年度要求額 増 減 額

一般会計（資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁分） ９１ １２０ ２９

燃 料 安 定 供 給 対 策

電 源 立 地 勘 定

（注） 燃料安定供給対策ではこの他に、借り入れによって手当てされる石油・ＬＰガスの国家
備蓄基地建設、備蓄原油・ＬＰガス購入等に係る借入金の元本借換等約１５，６２９億円
（２０年度約１６，６８９億円）を計上。

（単位：億円）

（単位：億円）
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原油価格高騰に対するエネルギー政策の強化

石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給基盤強化

エネルギー安全保障の強化・資源の安定供給確保エネルギー安全保障の強化・資源の安定供給確保

２１年度要求額２１年度要求額 合計：合計：７７,,８９８８９８億円億円 （２０年度予算額 合計：６,９１５億円）

２１年度要求額２１年度要求額 合計：合計：９４６９４６億円億円 （２０年度予算額 合計：７１２億円）

１．原油市場の安定化に向けた取組

◆ 原油国・消費国との対話の推進

◆ 原油市場の安定化に向けた国際的な働きかけ

２．原油価格高騰にも対応できるエネルギー需給構造の転換

◆ 省エネ設備の導入等の省エネルギー推進

◆ 太陽光発電の大量導入、新エネ技術開発等の新エネの推進

◆ 安全で平和的な原子力利用の拡大

◆ 非在来型を含む化石燃料の開発促進

◆ 国内石油部門(精製・流通）の構造強化

◆ レアメタル等鉱物資源の開発支援強化とリサイクルの推進

戦略的な資源・エネルギー外交

２１年度要求額２１年度要求額 合計：合計：１０７１０７億円億円 （２０年度予算額 合計：１２１億円）

◆ 資源国のニーズに対応した、経済協力・人材育成等の多層的な協力関係の構築

◆ 我が国の高度な石油・天然ガス・石炭関連の技術協力

新たな資源・エネルギー供給源の確保

２１年度要求額２１年度要求額 合計：合計：５９１５９１億円億円 （２０年度予算額 合計：４３４億円）

◆ 戦略的地域における自主開発推進・供給源多様化〈海外〉

◆ 我が国の石油・天然ガス探鉱開発支援〈国内〉
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低炭素社会の実現低炭素社会の実現

「Cool Earth - エネルギー革新技術計画」の着実な実行

低炭素社会の実現に向けた、エネルギー先進技術の導入拡大

２１年度要求額２１年度要求額 合計：３合計：３,,２８５億円２８５億円 （２０年度予算額 合計：２,７８７億円）

◆ 年を目処に「ゼロ・エミッション電源」の割合を５０％以上へ引き上げ。2020
◆ 太陽光発電の導入量を 年に１０倍、 年に４０倍へ引き上げ。2020 2030
◆ 安全の確保を大前提とした、設備利用率の向上や新増設の着実な推進等、原子力利用の推進。

◆ 次世代自動車の新車販売に占める割合を、 年までに２台に１台の割合へ引き上げ。2020
◆ 年を目処に、白熱電球の省エネランプへの原則切り替え。2012

CoolCool EarthEarth -- ｴﾈﾙｷﾞｰ革新技術計画ｴﾈﾙｷﾞｰ革新技術計画 (2008(2008年年33月月55日日))

●● 構造・素材やシステム等の点で既存技術やその延長線上にある技術を超えた革新性を持ち、構造・素材やシステム等の点で既存技術やその延長線上にある技術を超えた革新性を持ち、
20502050年の世界における大幅な温室効果ガスの削減に寄与する技術。年の世界における大幅な温室効果ガスの削減に寄与する技術。

２１年度要求額２１年度要求額 合計：１合計：１,,０４７億円０４７億円 （２０年度予算額 合計：６２９億円）
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世界全体の部門
別CO2排出量

(2004年）

発電部門発電部門
３７３７..９％９％

産業部門産業部門
２１２１..２％２％

民生部門民生部門
１２１２..９％９％

運輸部門運輸部門
２１２１..５％５％

その他その他

転換部門転換部門

６６..５％５％

①① 高効率天然ガス火力発電高効率天然ガス火力発電

②② 高効率石炭火力発電高効率石炭火力発電

③③ 二酸化炭素回収・貯留（二酸化炭素回収・貯留（CCS)CCS)

④④ 革新的太陽光発電革新的太陽光発電

⑤⑤ 先進的原子力先進的原子力

⑥⑥ 超電導高効率送電超電導高効率送電

⑦⑦ 高度道路交通システム（高度道路交通システム（ITS)ITS)

⑧⑧ 燃料電池自動車燃料電池自動車

⑨⑨ プラグインハイブリッドプラグインハイブリッド
自動車・自動車・ 電気自動車電気自動車

⑩⑩ バイオマスからの輸送用代替燃料バイオマスからの輸送用代替燃料

⑪⑪ 革新的材料・製造・加工技術革新的材料・製造・加工技術

⑫⑫ 革新的製鉄プロセス革新的製鉄プロセス

⑬⑬ 省エネ住宅・ビル省エネ住宅・ビル

⑭⑭ 次世代高効率照明次世代高効率照明

⑮⑮ 定置用燃料電池定置用燃料電池

⑯⑯ 超高効率ヒートポンプ超高効率ヒートポンプ

⑰⑰ 省エネ型情報機器・システム省エネ型情報機器・システム

⑱⑱ HEMS/BEMS/HEMS/BEMS/地域レベルの地域レベルのEMSEMS

発電・送電 【345億円】発電・送電発電・送電 【【345345億円億円】】 運輸 【195億円】運輸運輸 【【195195億円億円】】

産業 【160億円】産業産業 【【160160億円億円】】 民生 【227億円】民生民生 【【227227億円億円】】

部門横断 【120億円】部門横断部門横断 【【120120億円億円】】

⑲高性能電力貯蔵、⑳パワーエレクトロニクス、21 水素製造・運輸・貯蔵

供
給
側
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術

需
要
側
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術



１．石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給確保１．石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給確保１．石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給確保

平 成 ２ １年度概算要求 の各政策毎の概要

原油価格高騰への対策を含む、石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給確保を

実現するため、資源外交・資源開発等の上流部門から、石油精製・流通等の中下

流部門まで、各段階における安定供給確保のための取組みを進める。

原油価格高騰への対策を含む、石油・天然ガス・鉱物資源等の安定供給確保を

実現するため、資源外交・資源開発等の上流部門から、石油精製・流通等の中下

流部門まで、各段階における安定供給確保のための取組みを進める。

２１年度要求額２１年度要求額 ２２,,７７１７７１億円億円 （２０年度予算額 合計：２,６３２億円）

（ ）◆◆ 新たな資源・エネルギー供給源の確保 ５９１億円 ４３４億円

３９５億円（２６１億円）① 戦略的地域における開発支援等による安定供給確保〈海外〉

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構による出資・債務保証等や海外地質構造調－

査等を通じ、石油・天然ガスについて戦略的地域における自主開発の推進と供給源の多様化を図る。

（１６１億円）② 我が国の石油・天然ガス探鉱開発支援〈国内〉 １８３億円

三次元物理探査船などの最新技術を駆使し、国内における資源開発を推進する。－

１０億円 （９億円）③ 石炭の安定供給確保のための資源探査の実施

が国の石炭の安定供給確保のため、海外の石炭資源探査やその助成等を行う。－ 我

（ ）④ 資源の安定供給確保のための人材育成 ２億円 ２億円

が国の資源の安定供給確保につながる我が国の大学等における人材育成支援を行う。－ 我

１８３億円 （１４８億円）◆◆ 非在来型を含む化石燃料の開発促進

（ ）① メタンハイドレート生産技術開発の推進 ４５億円 ２５億円

国産エネルギー資源として期待される日本近海のメタンハイドレートの－

開発を進めるため、陸上で産出試験を継続するとともに、海洋における

産出試験の実施に向けた準備を行う。

）② わが国独自のＧＴＬ生産技術の実証試験の実施 ３８億円 （６０億円

わが国独自のＧＴＬ（天然ガスの液体燃料化）技術を確立するため、商業規模の前段となる－

日産５００バーレルの実証試験を実施する。

１００億円 （６３億円）③ 石油等の効果的な探査・開発のための技術開発

石油・天然ガス・石炭のより効果的な資源開発を行うため、石油増進回収（ＥＯＲ 、低品－ ）

位炭改質やリモートセンシング技術など、資源探査・開発・利用に資する技術開発を進める。
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※ エネルギー特会計上分。この他、一般会計１０５億円（８２億円）、財投会計２７１億円（１００億円）を計上



（ ）◆◆ 戦略的な資源・エネルギー外交の展開 １０７億円 １２１億円

（ ）① 我が国の強みを生かした資源外交の展開 ９９億円 １１８億円

首脳・閣僚レベルによる外交や、２国間の資源開発協力の枠組み作りと合わせて、資源国の－

ニーズに応じた、経済協力、人材交流、技術協力、我が国産業界の進出支援等、広範かつき

め細やかな支援策を講じ、資源国との関係強化を図る。

（１億円）② 国際エネルギー市場の安定化に向けた働きかけの強化 ２億円

洞爺湖サミットの成果等を踏まえ、国際機関・会議等を活用した資源高への対応に向けた国－

際協調を積極的に進めていく。

（ ）◆◆ 国内石油部門（精製・流通）の構造強化 ３５５億円 ３５３億円

（ ）① コンビナートにおける業種・企業を越えた連携推進 ７３億円 ７９億円

国内のコンビナート全体の強化を図るため、生産技術の向上に向けた技術開発や業種・企業－

の壁を越えた連携に係る取組を支援する

（７９億円）■■ コンビナート内の企業間の連携による共同技術開発 ４３億円

石油化学産業などの異業種異企業間における高効率生産技術の開発を推進する。－

３０億円 （新規）■■ 企業間の連携によるコンビナート域内の効率化支援

各地区のコンビナートの特徴を活かした連携設備（パイプライン等）の効果的設置を進め、－

製油所の競争力強化、原油処理量の削減等、原油安定供給の確保等を図る。

４３億円 （４０億円）② 新的な石油精製技術の開発支援革

原油の重質化や石油製品需要の軽質化への対応等の観点から、革新的な石油精製技術の開－

発等、製油所の高度化を促進する。

１０２億円 （１１１億円）③ 石油販売業等の経営改善・環境対応への支援

石油・ＬＰガス等の流通部門の事業の効率化・経営高度化に向けた事業者の先進的な取組－

を支援するとともに、環境保全対策を推進する。

２８億円 （３５億円）④ 石油製品の価格・品質等の監視強化

、 、－ 石油製品等の価格や需給動向をきめ細かく監視するとともに 品確法の適正な執行等を通じ

石油製品の適正な品質及び消費者の安全・安心を確保する。

２０億円 （新規）⑤ 離島における石油製品の流通合理化の推進

離島における石油製品の運送コスト等の低減を図るため、共同タンク設置等の流通合理化の－

取組を支援する。
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４０８億円（２１１億円）◆◆ レアメタル等鉱物資源の開発支援強化とリサイクルの推進

（注）一般会計、財投会計を含む。また、一部 「３．省エネルギーの推進」と重複計上。、

（ ）① 鉱物資源探鉱開発支援の拡充・強化 ３４３億円 １６５億円

（ ）うち財投会計２７１億円 １００億円

レアメタルの賦存量調査等を実施するとともに、レアメタル・鉄鉱石・非鉄金属資源の探鉱開－

発支援を強化し、海外企業への資本参加、買収等による権益確保を図る。

（新規）② 資源安定供給の競争力強化のための技術力開発 ２億円

－ 我が国の強みであるリモートセンシング技術の高度化、低品位・難処理鉱石の処理技術の開

発を推進する。

（ ）③ レアメタルリサイクル・代替材料開発の強化 ２４億円 １２億円

レアメタルを豊富に含有する廃小型電子・電気機器の回収システム実証事業、製造工程にお－

けるレアメタルリサイクル技術開発等を実施するとともに、代替材料の開発を推進する。

（５億円）④ 海底熱水鉱床開発の推進 １０億円

沖縄、伊豆・小笠原海域等に分布する海底熱水鉱床の開発に向け、海底における環境に与－

える影響が少ない採鉱技術や環境影響予測手法の検討、海洋環境基礎調査等を実施する。

１ ,４ ４ １ 億 円 （ １ ,４ ７ ５ 億 円 ）◆◆ 緊 急 時 の 対 応 力 向 上

（ ）○ 石油・LPガスの効率・効果的な国家備蓄の推進 １,２５７億円 １２９１億円

石油及び石油ガスの安定供給を確保するための最後の砦である国家備蓄について、その機－

能強化を図るとともに、一層の安全かつ効率的な管理等を行う。
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２．地球温暖化対策の推進２．地球温暖化対策の推進

京都議定書の６％削減約束を確実に達成するとともに、２０１３年以降の公平

で実効性のある枠組み構築に向けた取組、長期的には革新技術開発等を通じた

地球全体での温室効果ガスの半減を実現する。

京都議定書の６％削減約束を確実に達成するとともに、２０１３年以降の公平

で実効性のある枠組み構築に向けた取組、長期的には革新技術開発等を通じた

地球全体での温室効果ガスの半減を実現する。

２１年度要求額２１年度要求額 ２６７２６７億円億円 （２０年度予算額 合計：１８３億円）

（ ）◆◆ 京都議定書の遵守と次期枠組み作りに向けた取組 １９３億円 １５９億円

（ ） 。※ 一般会計計上の京都メカニズム関連予算２０億円 １８億円 を含む

（１４９億円）① 京都メカニズムの本格活用 １８２億円

京都議定書目標達成計画を確実に履行するため、政府による京都メカニズムを活用したクレ－

ジット取得等を行う。

（ ）② 中小企業の温室効果ガス排出削減支援 １０億円 ７億円

先進的な温室効果ガス削減設備を導入する中小企業に対して、設備導入により削減可能な温－

室効果ガス排出削減量の第三者認証を受けることを条件とし、設備投資の一部を補助する。

（ ）◆◆ 温暖化対策のための革新的技術の研究開発・技術普及の促進等 ９４億円 ４２億円

（２０億円）① ＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留）の実用化推進 ５３億円

（新規）■■ ＣＣＳ実証試験研究 ４０億円

火力発電所等の大規模発生源から分離回収したCO2を地下帯水層(地下1000m程度）等へ－

貯留を行い、一連の要素技術を用いたトータルシステムとしての実証研究等を行う。

１３億円 （２０億円）■■ ＣＣＳに係る要素技術研究開発

CCSに関する安全性評価・社会的信頼醸成に係る手法の確立、－

貯留隔離ポテンシャルについての調査、分子ゲート機能分離膜等

のコスト大幅削減を実現する技術の研究開発等に取り組む。

（６億円）② 環境調和型製鉄プロセスの技術開発 ２０億円

これまで還元剤として用いられていたコークス等を水素によって一部代替することにより、製鉄－

プロセスにおけるCO2排出量を大幅に削減する。また、高炉ガスから効率的にCO2を分離・回収

するため、未利用低温廃熱を利用した新たな技術を開発する。

（ ）③ 国際共同研究・技術普及の推進、新たな革新的技術の発掘 ２１億円 １７億円

海外の研究機関等と共同で温暖化対策技術の研究、人材育成を通じた技術移転を図る等、－

温暖化対策推進・技術移転のための国際協力の環境を整備・強化する。また、温暖化対策と

して革新的な技術を発掘するための研究開発を促進する。

１３億円 （８億円）■■ 省エネとノンフロンの両立を図る技術開発の推進

低温室効果冷媒を用いた革新的な省エネエアコン等の研究開発、ノンフロン系断熱材の技－

術開発を行う。
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※地球温暖化対策に係る事業のうち、省エネ、新エネの推進、原子力利用の拡大等に

ついては、別途後掲。

※エネルギー特会計上分。



３．省エネルギーの推進３．省エネルギーの推進

我が国全体のエネルギー消費効率の更なる改善や、中印等アジア地域を中心と

したグローバルな省エネ協力に取り組むことにより、地球温暖化対策、エネル

ギー安全保障の強化を実現するとともに、我が国産業の国際競争力を強化する。

また、改正省エネ法の施行に向けた制度整備を確実に行う。

我が国全体のエネルギー消費効率の更なる改善や、中印等アジア地域を中心と

したグローバルな省エネ協力に取り組むことにより、地球温暖化対策、エネル

ギー安全保障の強化を実現するとともに、我が国産業の国際競争力を強化する。

また、改正省エネ法の施行に向けた制度整備を確実に行う。

２１年度要求額２１年度要求額 １１,,２４６２４６億円億円 （２０年度予算額 合計：９７６億円）

（ ）◆◆ 省エネ設備等（省エネ機器、省エネ住宅・ビル）の導入促進 ６４３億円 ５３６億円

※ 一部 「５．安全で平和的な原子力利用の拡大と電力政策の着実な推進」と重複計上（１０８億円）、

（３０５億円）① エネルギー使用合理化事業者支援事業 ４１１億円

－ エネルギー消費の増加が続く業務部門をはじめとする各部門

や中小企業における省エネ対策を支援するため、省エネ設備等

の導入を促進する。特に、高性能工業炉等高い省エネ効果が期

待される設備・機器の導入やコンビナート等において工場廃熱

を企業間で融通する複数事業者連携など、費用対効果や政策

的意義の高いものについては重点的に支援する。

（２２２億円）② 住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進 ２２１億円

断熱性が高く、高効率機器等を備えた省エネ住宅及び建築物、ビル用エネルギー管理システ－

ムの普及を強化するとともに、高効率給湯器・空調機など省エネ効果の優れた設備・機器の導

入を支援する。

（ ）◆◆ 省エネ技術開発の重点的推進 ５０４億円 ４１６億円

（４１６億円）○ 革新的な省エネルギー技術開発の戦略的推進 ５０４億円

エネルギー技術計画に基づき、革新的な省エネルギー技術開発を一層推進する。－

省エネルギー技術戦略開発・実証事業 ９７億円（６９億円）■■

「省エネルギー技術戦略２００８」に基づき、これまでの先導研究、実用化開発及び実証研究の３－

つのフェーズに加え、革新的技術フェーズを追加し、中長期的技術課題や省エネ実運用上の課題

等に関する多方面の技術開発を行い、エネルギー革新技術計画への対応を行う。

グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 １５億円（新規）■■

製造業の中でエネルギー多消費である化学分野において、地球温暖化問題や石油由来原料の－

高騰・低品位化に対応するため、ナフサ分解プロセスにおける低温化による省エネルギー化と低

品位原料対応、膜による蒸留プロセスの省エネルギー化及びCO2を原料とした化学品製造を実現

するためCO2高濃度回収技術の開発を行う。

グリーンＩＴプロジェクト ６８億円（３０億円）■■

情報化社会の進展に伴うＩＴ機器の消費電力の大幅な増大に対応し、抜本的な省エネを実現す－

るため、サーバ、ネットワーク機器等の各装置の省エネに加え、データセンタの省電力化を実現

するネットワーク全体としての最適効率化技術、パワーエレクトロニクス技術を開発する。

エネルギーＩＴＳシステム １４億円（９億円）■■

（ ） 、 。－ 高度道路交通システム ＩＴＳ による交通の効率化を図るため 自動車制御技術等の開発を行う
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（１４億円）◆◆ 省エネの取組支援 ３０億円

１５億円（１１億円）① 省エネルギー対策導入促進事業

－ 中堅・中小企業や業務部門を含めた工場・事業場等における省エネ取組を促進するため、専

門員等による省エネ技術・設備の導入可能性に関する診断事業、説明会等の支援を強化する。

また、エネルギー効率を改善するため、技術・設備・人材・資金など包括的なサービスを提

供するＥＳＣＯ事業を活用した中堅・中小企業における省エネ設備等の導入を支援する。

１１億円（２億円）② 自動車燃料消費効率改善システム導入促進事業

－ 運輸部門の省エネルギーを推進するため、燃料性能の高いアイドリングストップ自動車やクリ

ーンディーゼル乗用車の導入を支援する。

（ ）◆◆ 国際省エネ協力の推進 １３９億円 ７７億円

（ ）① 国際エネルギー消費効率化等モデル事業 １０８億円 ５２億円

－ アジア地域を中心とした途上国のエネルギー多消費産業施設等において、我が国で実用化さ

れた省エネ技術を活用したモデル事業を実施し、省エネ技術を定着させるとともに、モデル事

業後のビジネスベースでの省エネ機器・設備の普及を図る。

１８億円（１７億円）② 国際エネルギー消費効率化等協力基礎事業・技術普及事業

国際的なエネルギー使用の合理化を図るため、アジアをはじめとする諸外国において、研修－

や専門家派遣を通じて省エネルギーに関する法制度の整備を支援するとともに、ビジネスマッチ

ングやフォーラム、セミナーの開催等により、我が国省エネ機器や技術に係るビジネス活動を支

援する。

また、技術移転・普及等に関係する制度的障害の把握等を行う。

（※ ①､②ともに新エネ協力を一部含む ）。

（２９億円）◆◆ 省エネ意識の向上 ２８億円

（２６億円）① 国内における省エネ意識の向上 ２２億円

省エネ家電、省エネランプの普及促進、エコドライブの推進等、国民－

の省エネ取組を促す実のある広報活動や、きめ細やかな情報提供による

省エネ意識の向上に向けた活動を実施する。また、地域レベルでの省

エネ・新エネの取組を円滑に行うため、ビジョン（導入計画）策定調査

・事業化可能性調査を行い、地方公共団体等の省エネ・新エネ取組を

促進する。

（３億円）② 上海国際博覧会省エネルギー促進情報提供事業 ７億円

、 、－ ２０１０年上海国際博覧会において 我が国の優れた省エネルギー・環境技術を導入・展示し

来場者の理解を深め、中国を中心とするアジア地域でのエネルギー利用効率の向上を図る。
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４．新エネルギーの推進・エネルギーの高度利用４．新エネルギーの推進・エネルギーの高度利用

新エネの利用拡大等によるエネルギー源の多様化・分散化、石炭・天然ガス等

の高度利用により、世界最先端のエネルギー需給構造を確率する。

新エネの利用拡大等によるエネルギー源の多様化・分散化、石炭・天然ガス等

の高度利用により、世界最先端のエネルギー需給構造を確率する。

２１年度要求額２１年度要求額 １１,,５６４５６４億円億円 （２０年度予算額 合計：１,１３７億円）

（ ）◆◆ 新 エ ネ 利 用 の 加 速 的 推 進 １ ,３ １ ７ 億 円 ８ ８ ２ 億 円

※ 一部 「５．安全で平和的な原子力利用の拡大と電力政策の着実な推進」と重複計上（３２億円）、

（ ）① 太陽光発電を始めとする新エネルギー等の大量導入 ６７８億円 ４３５億円

住宅・産業・公共等の部門において太陽光発電について－

の大胆な導入支援を行い、大幅な導入拡大を目指す。

また、風力・バイオマスなどの新エネルギー等について、

導入支援を強化する。

２３８億円（新規）■■ 住宅用太陽光補助金

高い普及効果が見込まれる住宅用太陽光発電システムの設備導入費用について支援する。－

４００億円（３７８億円）■■ 新エネルギー等導入加速化支援対策費補助金

うち、地域新エネルギー等導入促進対策事業

地方自治体等の先進的な設備導入や普及啓発事業に対する補助を行う。また、地方自治体等と－

民間事業者が連携して行う大規模太陽光発電設備（メガソーラー）の導入等への補助を行う。

うち、新エネルギー等事業者支援対策事業

民間事業者による先進的な新エネルギー等利用設備の導入事業に対する補助を行う。また、中－

小企業への新エネルギーの普及を拡大するため、対象設備に係る要件緩和を行う。

（ ）② 革新的な新エネルギー技術開発の促進 2７０億円 ２２６億円

革新的な新エネルギー技術開発をより一層強化する。－

１０１億円（７７億円）■■ 新エネルギーの利用拡大に向けた技術開発の促進

革新型太陽電池の実現や、低コストで高効率なバイオ燃料－ 特に高効率（発電効率４０％超）な

、先進的・革新的な新エネルギー技術の確立等を目指す。の開発等

９億円（新規）■■ 食料と競合しないバイオエタノールの革新的生産システム開発

－ 経済的かつ安定的な実用化レベルのバイオエタノール生産拡大モデル構築を目指し、食料と競合

しないセルロース系資源作物の栽培から、バイオエタノールの製造に至る、革新的技術を用いた一

貫生産システムの開発を行う。

３０億円（新規）■■ 革新型蓄電池の開発に向けた拠点整備

－ 革新型蓄電池の実現に向けた基礎技術の確立を目指し、反応メカニズムの解明など電気化学的

な基礎的アプローチに関する包括的な研究を実施する拠点整備等を行う。

３５億円（２９億円）■■ 蓄電池の実用化に向けた技術開発の強化

－ 新エネルギーの出力安定化やプラグインハイブリッド自動車、電気自動車等のキーテクノロジーと

なる蓄電池等の低コスト化・高性能化を目指し、産学官連携の下、実用化に向けた開発を行う。
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（２２１億円）③ 次世代自動車や燃料電池の技術開発・導入支援 ３６８億円

2020年までに新車販売の２台に１台の次世代自動車導入という目標を実現するため、その本格－

普及に向けた支援事業等を拡充して行う。

４９億円（１９億円）■■ クリーンエネルギー自動車等の導入促進補助

本格的に市場導入される電気自動車、プラグインハイブリッド自動車などの導入及び急速充－

電設備等の設置に対する補助を行い、クリーンエネルギー自動車等の普及促進を図る。

１億円（新規）■■ ＥＶ・ｐＨＶタウンにおけるマスタープラン策定の支援

－ 「EV・pHVタウン」に選定された自治体（都道府県）において、地域特性を活かした初期の需

要創出策、充電インフラの整備、普及啓発に係る調整を行い、地域モデル毎のマスタープランを

策定する。

２３０億円（１８４億円）■■ 世界をリードする燃料電池の研究開発の推進

燃料電池の本格的な実用化・普及に向け、信頼性の向上及び低コスト化を図るため、劣化メカ－

ニズムの解明、耐久性の向上の研究等を行う。

７４億円（新規）■■ 民生用燃料電池導入支援補助金

2009年に世界に先駆けて本格販売される家庭用燃料電池－

システムの導入支援を行う。

（ ）◆◆ 石炭・天然ガスの高度利用 ２００億円 １７１億円

（８６億円）① クリーンな石炭利用の推進 １２１億円

環境調和的なクリーンな石炭利用を図るため、世界最高水準のゼロエミッション石炭火力発－

電等の技術開発を進めるほか、豪・中とのＣＣＳプロジェクトの実施や東アジア地域等へのＣＣＴ

推進等、国際的な共同事業の展開等を推進する。

１４億円（７億円）■■ 国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

豪州における酸素吹き込みの微粉炭石炭火力発電から排出されるCO2を回収し、輸送・貯－

留する日豪共同の実証試験に参画するとともに、中国における石炭火力発電所からのCO2回収

・貯留を通じて、石油回収率向上（EOR）の事業化調査等を行う。

２４億円（新規）■■ クリーン・コール・フォー・アジア協力推進事業

アジア太平洋地域への日本のクリーンコールテクノロジー（CCT）の実用化・普及等を図る－

ため、技術移転、設備診断等に係る専門家派遣等を実施する。

４２億円（３３億円）■■ 革新的ゼロエミッション石炭火力発電に係る技術開発の促進

石炭火力発電からのCO2排出をゼロエミッション化するため、発電からCCSまでのトータルシ－

ステムの導入可能性調査、革新的ガス化技術及びガス化に係る技術開発を推進する。

（７６億円）② 天然ガスの利用拡大 ７１億円

石油等を使用する産業用エネルギー多消費型設備の天然ガス化支援や、パイプラインの敷設－

促進をつうじて、他化石燃料に比べ環境負荷の少ない天然ガスの導入・利用拡大を推進する。
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５．安全で平和的な原子力利用の拡大と電力政策の着実な推進５．安全で平和的な原子力利用の拡大と電力政策の着実な推進

供給安定性に優れ、発電過程でCO2を排出しない原子力は低炭素エネルギーの
中核であり、これを基幹電源として推進するとともに、安定的な供給の確保、環

境への適合を効率的に達成するための電力政策を着実に推進する。また、原子力

政策の大前提となる安全確保を徹底する。

供給安定性に優れ、発電過程でCO2を排出しない原子力は低炭素エネルギーの
中核であり、これを基幹電源として推進するとともに、安定的な供給の確保、環

境への適合を効率的に達成するための電力政策を着実に推進する。また、原子力

政策の大前提となる安全確保を徹底する。

２１年度要求額２１年度要求額 ２２,,３２０３２０億円億円 （２０年度予算額 合計：２,１６９億円）

（ ）◆◆ 原子力利用の推進 ２４４億円 １９８億円

（１２９億円）① 原子力の利用高度化に向けた技術開発等の推進 １７５億円

次世代軽水炉の技術開発を推進するとともに、高速増殖炉サイクルの実証・実用化に向けた－

技術開発及び核燃料サイクルに係る技術開発を推進する。また、海外ウラン探鉱、大学・大学

院等における人材育成、現場技術者の育成・技能継承を支援する。

９１億円（６４億円）■■ 次世代軽水炉等の先進的原子力発電技術開発

－ ２０３０年頃に見込まれる既設軽水炉の代替炉需要に対応するための次世代軽水炉の技

術開発を進めるとともに、２０２５年頃までの高速増殖炉（ＦＢＲ）実証炉の実現を目

指して「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。

６７億円（４８億円）■■ 核燃料サイクルの総合的利用方策の充実・強化

－ 我が国における核燃料サイクルの総合的利用方策を確保・充実するため、軽水炉の全炉

心混合酸化物燃料利用技術開発、ウラン濃縮に係る新型遠心分離機の開発、軽水炉再処

理からの回収ウラン利用の技術開発、軽水炉サイクルからＦＢＲサイクルへの円滑な移

行を図るための技術開発等を推進する。

１５億円（１２億円）■■ 海外ウラン探鉱支援事業

－ ウラン資源の長期安定確保を図り、我が国の核燃料

サイクルの自主性を向上させるため、リスクの大きい

海外における民間事業者のウラン探鉱事業に対する支

援等を行う。

（１２億円）② 世界的な原子力発電導入の拡大に向けた国際貢献 １４億円

核不拡散、原子力安全、核セキュリティの確保を大前提とした原子力平和利用の拡大に向け－

、 。て 国際的な枠組み作りへの積極的貢献や新規導入国の基盤整備支援を官民一体となって行う

また、国際原子力機関（ＩＡＥＡ)等の国際機関が行う新規導入国に対する基盤整備事業や原子

力発電の健全な発展に資する取組を支援する。

（５８億円）③ 放射性廃棄物対策の推進 ５５億円

高レベル放射性廃棄物等の処分事業の推進に向けて、広聴・広報活動や実体験を通じた理－

解促進を図る上で必要な設備の整備等の取組を推進する。また、放射性廃棄物処分にかかる

技術開発を着実に推進する。
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（ ）◆◆ 原子力発電施設等と地域との共生の実現 １,３８０億円 １,２９１億円

原子力発電施設、核燃料サイクル施設などの立地を積極的に－

推進するため、立地地域の自主的・自立的な発展に資する支援を

行うともに、原子力に対する社会の関心の高まりを踏まえ、情報の

受け手に応じたきめ細かい広聴・広報活動の一層の効果的・効率

的な実施を図る。

（ ）◆◆ 安定的・効率的な電力の供給に資する技術開発等 ２６７億円 ２５１億円

（２１５億円）① 系統安定化、電力の負荷平準化対策 ２１６億円

CO2冷媒ヒートポンプ給湯器等の電力需要負荷平準化に効果のある機器の導入を支援す－

る。また、太陽光発電等の分散型電源が大量に導入される場合の気象等による出力変動や需

要パターン等の全国データを収集するとともに、系統安定化を図るための最適な蓄電池の設置

等に係る調査研究を実施する。

（３６億円）② 電力技術開発等 ５２億円

コンパクトで電力ロスを飛躍的に低減したイットリウム系超電導線材を用いた電力機器の技術－

開発、変電所内への高温超電導ケーブル導入の実証試験等、革新的な高効率送電技術等を確

立するための研究開発を実施する。

（ ）◆◆ 原子力安全・防災対策の確保と向上 ３３９億円 ３２８億円

（ ）○ 原子力安全制度の執行強化・運用高度化に向けた技術基盤等の整備 ３３９億円 ３２８億円

原子力等に内在するリスクから国民の安全確保と環境の保全を図るため、耐震安全性確保策－

や高経年化対策等、的確な安全規制の整備と執行の強化に向けた技術的基盤の整備や、検査

官等のスキルアップのための研修制度の充実等を行う。
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